
 
事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ８ 月 ６ 日 

 

関 係 団 体 御中 

 

  

厚生労働省保険局国民健康保険課 

厚生労働省保険局高齢者医療課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 

 

 

患者の疾病又は負傷が第三者行為によって生じたと認められる場合における 

診療報酬明細書等の記載等について 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主管部(局)

国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期高齢者医療主管課

(部)あて通知するとともに、別添団体各位に協力を依頼いたしましたので、貴団体にお

かれましても、関係者への周知に御協力をお願いいたします。また、被保険者等による

第三者行為による被害の届出に関する周知等について、保険者等から依頼があった際に

は、御協力いただきますよう、併せてお願いいたします。 

  



 
公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

（別添） 



 
 

事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ８ 月 ６ 日 

 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中  

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）               

 

厚生労働省保険局国民健康保険課 

厚生労働省保険局高齢者医療課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課 

 

 

患者の疾病又は負傷が第三者行為によって生じたと認められる場合における 

診療報酬明細書等の記載等について 

 

 

健康保険等における保険給付の対象となる疾病、負傷又は死亡（以下「疾病等」とい

う。）の保険事故については、その発生が、第三者による不法行為（以下「第三者行為」

という。）によって生じたものである場合があるが、保険者は、第三者行為による疾病等

について保険給付を行ったときは、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 57 条、船員

保険法（昭和 14 年法律第 73 号）第 45 条、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）

第 64 条第１項又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 58 条

の規定により、その給付の価額の限度において、被保険者が第三者に対して有する損害

賠償請求権を代位取得することとされている。また、被保険者等は、第三者行為によっ

て生じた傷病等について健康保険等の保険給付を受けた際には、保険者に対し、第三者

行為による被害の届出を提出しなければならないこととされている。 

上記に関し、保険医療機関等においては、「診療報酬請求明細書等の記載要領等につい

て」（昭和 51 年８月７日保険発第 82 号）（別添）等により、患者の疾病等が、第三者行

為によって生じたと認められる場合には、診療報酬明細書等の特記事項欄に「10. 第三」

を記載することとされている。本記載は、各保険者において第三者行為が疑われる事案

を把握する契機として非常に重要であることから、保険医療機関等においては、日々の

診療活動の際、患者の疾病等が第三者行為によって生じたと認められる場合には、特記

事項の記載漏れが生じないようにしていただく必要がある。 
今般、医療保険事業の健全な運営を確保するため、各保険者において代位取得した損

害賠償請求権を行使し、保険給付の適正な執行に取り組むことにつき、一層の取組強化

を図るにあたり、上記内容について、貴管下の保険医療機関等に対し周知を図られたい。 
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別添１ 

 

「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和 51 年８月７日保険発第 82 号） 

 

別紙１ 

診療報酬請求書等の記載要領 

Ⅰ 一般的事項 

 

１ 診療報酬請求書、診療報酬明細書、調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書（以下「診療報酬請求書

等」という。）については、「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第７

条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式」（平成 20 年厚生労働省告示第 126 号）に定め

る様式により扱うものとするが、「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令

第７条第３項の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件」（令和２年厚生労働

省告示第 106 号）により改正のあった様式については、令和２年５月１日（４月診療分）から新様

式により扱うものとし、令和２年３月診療分までは旧様式によっても差し支えないこと。 

 

２ 診療報酬請求書等の用紙の大きさはＡ列４番とすること。 

 ただし、電子計算機により作成する場合は、Ａ列４番と±６ｍｍ（縦方向）、＋６ｍｍ、－４ｍ

ｍ（横方向）の差は差し支えないものであること。 

 

 ３ 診療報酬請求書等は、別添１「診療報酬請求書等一覧表」の区分によるものであること。 

 

４ 診療報酬請求書等においては、単に保険医療機関又は保険薬局とのみ表示しているが、高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号。以下「高齢者医療確保法」という。）の規定に

よる療養の給付（以下「後期高齢者医療」という。）又は公費負担医療に係るもの（後期高齢者医

療のうち保険医療機関におけるものを除く。）については「保険医療機関」とあるのは「後期高齢

者医療又はそれぞれの公費負担医療の担当医療機関」と、「保険薬局」とあるのは「後期高齢者医

療又はそれぞれの公費負担医療の担当薬局」と読み替え、また、「保険医氏名」とあるのは「後期

高齢者医療又はそれぞれの公費負担医療の担当医氏名」と読み替えるものであること。 

 

５ 診療報酬請求書及び診療報酬明細書に記載した数字等の訂正を行うときは、修正液を使用するこ

となく、誤って記載した数字等を＝線で抹消の上、正しい数字等を記載すること。 

 なお、診療報酬請求書等の記載に当たっては、黒若しくは青色のインク又はボールペン等を使用

すること。 

 

 ６ 「※」が付されている欄には、記載する必要がないこと。 

 

KIXBH
テキスト ボックス
別添


KIXBH
テキスト ボックス
（抄）


KIXBH
テキスト ボックス
医科のみ抜粋
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Ⅱ 診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領 

 

 

第１ 診療報酬請求書（医科・歯科、入院・入院外併用）に関する事項（様式第１(１)） 

 

１ 「令和 年 月分」欄について 

診療年月を記載すること。したがって、診療年月の異なる診療報酬明細書（以下「明細書」とい

う。）がある場合には、それぞれの診療年月分について診療報酬請求書を作成すること。なお、診

療年月の異なる明細書であっても、返戻分の再請求等やむを得ぬ事由による請求遅れ分については、

この限りではないこと。 

 

２ 「医療機関コード」欄について 

それぞれの医療機関について定められた医療機関コード７桁を記載すること（別添２「保険者番

号公費負担者番号、公費負担医療の受給者番号並びに医療機関コード及び薬局コード設定要領」（以

下「設定要領」という。）の第４を参照）。 

 

３ 「別記  殿」欄について 

保険者名、市町村名及び公費負担者名を下記例のとおり備考欄に記載することを原則とするが、

省略しても差し支えないこと。 

（例） 別記  全国健康保険協会理事長 

千代田区長 

東京都知事 

 

 ４ 「令和 年 月 日」欄について 

診療報酬請求書を提出する年月日を記載すること。 

 

  ５ 「保険医療機関の所在地及び名称、開設者氏名、印」欄について 

(１) 保険医療機関の所在地及び名称、開設者氏名については、保険医療機関指定申請の際等に地

方厚生（支）局長に届け出た所在地、名称及び開設者氏名を記載すること。なお、開設者氏名

については、開設者から診療報酬請求等につき委任を受けている場合は、保険医療機関の管理

者の氏名であっても差し支えないこと。 

(２) 「印」については、当該様式に、予め保険医療機関の所在地、名称及び開設者の氏名ととも

に印形を一括印刷している場合には捺印として取り扱うものであること。また、保険医療機関

自体で診療報酬請求書用紙の調製をしない場合において、記名捺印の労を省くため、保険医療

機関の所在地、名称及び開設者の氏名及び印のゴム印を製作の上、これを押捺することは差し

支えないこと。 

 

  ６ 「 入・外 」欄について 

入院・外来については、入院・外来別にそれぞれ請求することとしたことに伴い入院に係る分は

「入」の文字を、入院外に係る分は「外」の文字を○で囲むこと。なお、「入」又は「外」のみを

印刷した様式を用いても差し支えないこと。 

KIXBH
線
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すること。 

なお、「区分」欄の法別番号及び制度の略称は、別添２の別表１「法別番号及び制度の略称

表」に示すとおりであること。 

(２) 「件数」欄には、公費負担医療制度ごとに明細書の件数を合計して、それぞれの制度の該当

欄に記載すること。したがって、医療保険と２種の公費負担医療（例えば、感染症法による結

核患者の適正医療と障害者総合支援法）の併用の場合は、１枚の明細書であっても公費負担医

療に係る件数は２件となること。 

(３) 「点数」欄には、明細書の「療養の給付」欄の「公費」の項に係る「請求」の項に記載した

点数を、公費負担医療制度ごとに合計してそれぞれの制度の該当欄に記載すること。ただし、

「公費」の項に係る「請求」の項の記載を省略した明細書については、「保険」又は「公費①」

の項に係る「請求」の項に記載した点数が当該公費負担医療の点数と同じであるので、これを

加えて合計すること。 

(４) 「一部負担金」欄には、入院分については、明細書の「療養の給付」欄の「公費①」及び「公

費②」の項に係る「負担金額」の項に記載した金額を公費負担医療制度ごとに合計して、それ

ぞれの制度の該当欄に記載すること。また、入院外分については、明細書の「療養の給付」欄

の「公費①」及び「公費②」の項に係る「一部負担金額」の項に記載した金額を公費負担医療

制度ごとに合計して、それぞれの制度の該当欄に記載すること。 

(５) 「食事療養・生活療養」欄については、「件数」欄には、公費負担医療制度ごとに明細書の

食事療養及び生活療養に係る件数を合計して、それぞれの制度の該当欄に記載すること。また、

「金額」欄には明細書の「食事・生活療養」欄の「公費①」及び「公費②」の項に係る「請求」

の項に記載されている金額を、「標準負担額」欄には、明細書の「食事・生活療養」欄の「公

費①」及び「公費②」の項に係る「標準負担額」の項に記載されている金額を、それぞれ公費

負担医療制度ごとに合計して、それぞれの制度の該当欄に記載すること。ただし、「公費」の

項に係る記載を省略した明細書については、「保険」又は「公費①」の項に記載した金額が当

該公費負担医療の金額と同じであるので、これを加えて合計すること。 

 

 

第３ 診療報酬明細書の記載要領（様式第２） 

 

 １ 診療報酬明細書の記載要領に関する一般的事項 

 

(１) 明細書は、白色紙黒色刷りとすること。 

 

(２) 左上の隅より右へ１２ｍｍ、下へ１２ｍｍの位置を中心に半径２ｍｍの穴をあけて、綴じ穴

とすること。 

 

(３) 同一の被保険者等が２以上の傷病について診療を受けた場合においても、１枚の明細書に併

せて記載すること。 

 

(４) 同一月に同一患者につき、入院診療と入院外診療とが継続してある場合には、入院、入院外

についてそれぞれ別個の明細書に記載すること。 

KIXBH
線
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すること。 

 

(７) 同一月に同一患者につき、介護老人保健施設又は介護医療院に入所中の診療と介護老人保健

施設又は介護医療院に入所中以外の外来分の診療がある場合は、それぞれ別個の明細書に記載

すること。 

 

(８) 短期滞在手術等基本料１を算定する場合は、入院外の明細書（様式第２(２)）を使用するこ

と。 

  

(９) 電子計算機の場合は、以下によること。 

ア 欄の名称を簡略化して記載しても差し支えないこと。また、複数の選択肢から○を用いて

選択する欄については、特段の定めのある場合を除き、選択した項目のみ記載し、それ以外

の項目は省略しても差し支えないこと。 

イ 枠をその都度印刷することとしても差し支えないこと。 

ウ 用紙下端の空白部分は、ＯＣＲ処理等審査支払機関の事務処理に供するため、その他の目

的には使用しないこと。 

エ 電子計算機用のＯＣＲ関連事項は、「レセプト基本フォーマット集（平成９年８月版）」

（社会保険庁運営部編）によることが望ましいこと。 

オ 記載する文字は、ＪＩＳＸ０２０８において文字コードが設定された範囲とすることが望

ましいこと。 

 

 ２ 診療報酬明細書の記載要領に関する事項 

 

(１) 「令和 年  月分」欄について 

診療年月を記載すること。 

 

(２) 「都道府県番号」欄について 

別添２「設定要領」の別表２に掲げる都道府県番号表に従い、保険医療機関の所在する都道

府県の番号を記載すること。 

 

(３) 「医療機関コード」欄について 

それぞれの医療機関について定められた医療機関コード７桁を記載すること（別添２「設定

要領」の第４を参照）。 

 

(４) 「保険種別１」、「保険種別２」及び「本人・家族」欄について 

ア 「保険種別１」欄については、以下の左に掲げる保険の種別に応じ、右の番号のうち１つ

を○で囲むこと。 

健康保険（船員保険を含む。以下同じ。）又は国民健康保険（退職者医 

療を除く。以下同じ。）                                              １ 社・国 

公費負担医療（健康保険、国民健康保険、後期高齢者医療又は退職者医 

療との併用の場合を除く。）                                        ２ 公費 

KIXBH
線
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番号①」欄に、第２公費については「公費負担医療の受給者番号②」欄に記載すること（別添

２「設定要領」の第３を参照）。 

 

(10) 「区分」欄について 

当該患者が入院している病院又は病棟の種類に応じ、該当する文字を○で囲むこと。また、

月の途中において病棟を移った場合は、そのすべてに○を付すこと。 

なお、電子計算機の場合は、コードと名称又は次の略称を記載することとしても差し支えな

いこと。 

０１精神（精神病棟）、０２結核（結核病棟）、０７療養（療養病棟） 

 

(11) 「氏名」欄について 

ア 姓名を記載すること。ただし、健康保険の被保険者については、姓のみの記載で差し支え

ないこと。 

なお、電子計算機の場合は、例外的に漢字を読み替えたカタカナを使用すること又はひら

がなをカタカナに読み替えて記載することも差し支えないこととするが、この場合には被保

険者であっても姓名を記載することとし、姓と名の間にスペースをとること。 

イ 性別は該当するものを○で囲むこと。なお、電子計算機の場合は、「１ 男」、「２ 女」

と記載しても差し支えないこと。 

ウ 生年月日は以下によること。 

(ア) 該当する元号を○で囲み、生まれた年月日を記載すること。 

(イ) 電子計算機の場合は、元号については「１ 明」、「２ 大」、「３ 昭」、「４ 平」、

「５ 令」と記載すること。 

エ 電子レセプトによる請求を行う場合は、アによる姓名と別にカタカナによる姓名を記録す

ることが望ましい。 

 

(12) 「職務上の事由」欄について 

船員保険の被保険者については、「１ 職務上」、「２ 下船後３月以内」又は「３ 通勤

災害」のうち該当するものを○で囲むこと。ただし、「１ 職務上」及び「３ 通勤災害」に

ついては、災害発生時が平成２１年１２月３１日以前のものに限る。共済組合の船員組合員に

ついては、下船後３月以内の傷病で職務上の取扱いとなる場合に「２ 下船後３月以内」の番

号を○で囲むこと。 

なお、同一月に職務上の取扱いとなる傷病及び職務外の取扱いとなる傷病が生じた場合は、

入院外分についてはそれぞれ１枚、入院分については、それぞれに係る診療が区分できない場

合に限り職務上として１枚の診療報酬明細書の取扱いとすること。 

電子計算機の場合は、番号と名称又は次の略号を記載することとしても差し支えないこと。

１ 職上（職務上）、  ２ 下３（下船後３月以内）、  ３ 通災（通勤災害） 

 

(13) 「特記事項」欄について 

記載する略号をまとめると、以下のとおりであること。なお、電子計算機の場合はコードと

略号を記載すること。 
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 コ ー ド  略  号 内              容 

 ０１ 

 

 

 

 

   公 

 

 

 

 

 医療保険単独の者及び後期高齢者医療単独の者に係る明細書で、「公費負担医

療が行われる療養に係る高額療養費の支給について」（昭和 48 年 10 月 30 日付

保発第 42 号、庁保発第 26 号）による公費負担医療が行われる療養に要する費用

の額が、健康保険法施行令（大正 15 年勅令第 243 号）第 42 条及び高齢者医療確

保法施行令（昭和 57年政令第 293 号）第 15条に規定する金額を超える場合 

 ０２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以下のいずれかに該当する場合 

① 高額長期疾病に係る特定疾病療養受療証を提出した患者の負担額が、健康

保険法施行令第 42 条第９項第１号に規定する金額を超えた場合（ただし、

患者が特定疾病療養受療証の提出を行った際に、既に同号に規定する金額を

超えて受領している場合であって、現物給付化することが困難な場合を除

く。） 

② 後期高齢者医療特定疾病療養受療証を提示した患者の負担額が、高齢者医

療確保法施行令第 15 条第５項に規定する金額を超えた場合（ただし、患者

が後期高齢者医療特定疾病療養受療証の提示を行った際に、既に同項に規定

する金額を超えて受領している場合であって、現物給付化することが困難な

場合を除く。） 

 ０３ 

 

 

  長処 

 

 

慢性腎不全に係る自己連続携行式腹膜灌流（ＣＡＰＤ）を行っている患者に対

して、同一月内の投薬を院外処方箋のみにより行い、保険医療機関では当該患者

の負担額を受領しない場合 

 ０４ 

 

  後保 

 

公費負担医療のみの場合であって、請求点数を高齢者医療確保法の規定による

医療の提供をする場合 

 ０５ 削除 （削除） 

 ０７ 

 

 

 

  老併 

 

 

 

介護老人保健施設に入所中の患者の診療料を、併設保険医療機関において算定

した場合（なお、同一月に同一患者につき、介護老人保健施設に入所中の診療と

介護老人保健施設に入所中以外の外来分の診療がある場合は、それぞれ別個の明

細書に記載すること。） 

 ０８ 

 

 

 

  老健 

 

 

 

介護老人保健施設に入所中の患者の診療料を、併設保険医療機関以外の保険医

療機関において算定した場合（なお、同一月に同一患者につき、介護老人保健施

設に入所中の診療と介護老人保健施設に入所中以外の外来分の診療がある場合

は、それぞれ別個の明細書に記載すること。） 

 ０９ 

 

 

 

   施 

 

 

 

平成18年３月31日保医発第0331002号に規定する特別養護老人ホーム等に入

所中の患者について診療報酬を算定した場合（なお、同一月に同一患者につき、

特別養護老人ホーム等に赴き行った診療と、それ以外の外来分の診療がある場合

は、それぞれ明確に区分できるよう「摘要」欄に記載すること。） 

 １０ 

 

  第三 

 

患者の疾病又は負傷が、第三者の不法行為（交通事故等）によって生じたと認

められる場合 

 １１ 

 

 

 

 

  薬治 

 

 

 

 

厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養（平成 18 年厚生

労働省告示第 495 号）第１条第２号の規定に基づく医薬品、医療機器等の品質、

有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号）（以下「医

薬品医療機器等法」という。）に規定する治験（人体に直接使用される薬物に係

るものに限る。）に係る診療報酬の請求である場合 

 １２ 

 

 

器治 

 

 

厚生労働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養第１条第３号の規

定に基づく医薬品医療機器等法に規定する治験（機械器具等に係るものに限る。）

に係る診療報酬の請求である場合 

１３ 

 

 

先進 

 

 

地方厚生（支）局長に届け出て別に厚生労働大臣が定める先進医療を実施した

場合（この場合にあっては、当該先進医療の名称及び当該先進医療について徴収

した特別の料金の額を「摘要」欄の最上部に記載すること。） 
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